
八幡浜市の漁業を支える担い手育成事業補助金交付要綱 

平成２９年６月２３日 

要 綱 第 ２ ５ 号 

改正 令和３年３月３１日要綱第３０号 

令和６年４月２２日要綱第３８号 

 

 （趣旨） 

第１条 八幡浜市は、市内における漁業の担い手の確保及び育成を図ることを目

的として、漁業後継者及び新規就業者に対し、就業等に要する経費について、

この要綱に定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ 漁業 水産動植物の採捕又は養殖を行う事業をいう。 

 ⑵ 新規就業者 市内に住所を有し、八幡浜漁業協同組合（以下「漁協」とい

う。）の組合員資格を取得し、市内において漁業経営をしようとする者をい

う。 

 ⑶ 里親漁家 市内に住所を有する個人又は市内を主たる事業所の所在地とし

た法人登記をしている法人であって、研修生に対する研修の指導者となる先

進的な漁業を経営する者をいう。 

 ⑷ 研修生 市内に住所を有し、かつ、これまで通算して１年以上漁業に従事

したことがない者であって、里親漁家のもとで漁業就業のための研修を受け

る者をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のい

ずれにも該当する者とする。 

 ⑴ 八幡浜市暴力団排除条例（平成２３年条例第３７号）第２条に規定する暴

力団、暴力団員等でないこと。 

 ⑵ 市税等を滞納していないこと。 

 ⑶ 他の制度による補助金又は助成金等の交付を受けていないこと。 

 ⑷ 次のいずれかに該当する者であること。 

  ① 新規就業者であって、かつ、次のア及びイに該当する者 
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   ア 漁協からの推薦を受けることができること。 

   イ 新規就業者として、過去にこの要綱による補助金の交付を受けていな

いこと。 

  ② 里親漁家であって、かつ、次のアからオまでに掲げる全てに該当する者 

   ア 研修生の希望に基づき、漁協が選定した里親漁家であること。 

   イ 漁業に関して豊富な知識を有し、資源管理の取組や秩序ある操業に努

めるものであること。 

   ウ 受け入れる研修生が２親等以内の親族でないこと。 

   エ 研修において研修生を漁業に従事させる場合、当該研修生と雇用契約

を締結していること。 

   オ 研修において研修生を漁業に従事させる場合、労働者災害補償保険に

加入していること。 

  ③ 研修生であって、かつ、次のアからオまでに掲げる全てに該当する者 

   ア 受入先の里親漁家が２親等以内の親族でないこと。 

   イ 過去に、国又は地方公共団体の予算において実施した研修を、通算し

て１２か月以上受けた者でないこと。 

   ウ 里親漁家と雇用契約を締結していること。 

   エ 里親漁家による研修終了後、引き続き、市内において漁業に従事する

意思を有する者であること。 

   オ 過去に新規就業者又は研修生として、この要綱による補助金の交付を

受けていないこと。 

 （補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費及び補助金額並びに支給条件は、別表１

のとおりとする。 

 （補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、八幡浜市の漁業を支える

担い手育成事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要書類を添えて市長に提

出しなければならない。 

 （補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条に規定する補助金交付申請があり、その内容を審査し、当

該申請書に記載された内容が交付要件に適合すると認めたときは、八幡浜市の



漁業を支える担い手育成事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請

者に通知する。 

２ 市長は、前項の決定通知書において、必要と認める条件を付けることができ

る。 

（事業の変更、中止、廃止の申請） 

第７条 補助金の交付決定を受けたもの（以下「補助事業者」という。）が、補助

事業等の変更又は中止若しくは廃止をしようとするときは、次に定めるところ

による。 

⑴ 補助事業の内容の変更があった場合においては、八幡浜市の漁業を支える

担い手育成事業変更承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、承認を受け

なければならない。 

⑵ 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、八幡浜市の漁業を支え

る担い手育成事業中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、

承認を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の規定による変更又は中止若しくは廃止の申請について

準用する。 

（補助金の請求） 

第８条 補助事業者は、補助金の請求をしようとするときは、八幡浜市の漁業を

支える担い手育成事業補助金請求書（様式第５号）に市長が必要と認める書類

を添えて、市長に提出しなければならない。 

（概算払） 

第９条 市長は、特に必要があると認めたときは、補助金の一部を概算払するこ

とができる。 

２ 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、八幡浜市の漁業を

支える担い手育成事業補助金概算払請求書（様式第６号）に市長が必要と認め

る書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業完了後速やかに八幡浜市の漁業を支える担い

手育成事業実績報告書（様式第７号）に必要書類を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

（就業状況報告） 



第１１条 補助事業者は、就業状況を事業実施期間終了後７年間は、年１回市長

に報告しなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の規定による就業状況報告について準用する。 

（指導監督） 

第１２条 市長は、補助事業者の実施する補助事業に関して、必要に応じて検査

し、指示を行い、又は報告を求めることができる。 

（決定の取消し及び補助金の返還） 

第１３条 補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付を取り消し、又は既に交付した補助金の一部若しくは全部の返還

を命ずることができる。ただし、市長が特に認めた場合は、この限りでない。 

 ⑴ この要綱の規定に基づく申請について、虚偽の申請をしたとき。 

 ⑵ 次のいずれかに該当したとき。 

  ① 新規就業者として補助金の交付を受けた場合 事業実施期間中又は事業

実施期間終了後７年以内に就業をしなくなったとき。 

  ② 研修生として補助金の交付を受けた場合 事業実施期間中に就業をしな

くなったとき。 

 ⑶ 市税等を滞納したとき。 

２ 前項の取消しをした場合の補助金の返還率は、別表２のとおりとする。 

（支給台帳） 

第１４条 市長は、補助金の適正な運用を図るため、補助金支給台帳を作成し、

備え付けるものとする。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、平成２９年度の事業から適用する。 

附 則（令和３年３月３１日要綱第３０号）（抄） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。ただし、次に掲げる規定の改

正規定（第３号、第１４号及び第３１号にあっては、次に掲げる規定）は、八

幡浜市会計規則の一部を改正する規則（令和３年規則第１５号）の施行の日か
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ら施行する。 

［八幡浜市会計規則の一部を改正する規則（令和３年規則第１５号）の施行の日＝令和３年６月１日］ 

⑴～(21) （略） 

(22) 第２６条第２号中八幡浜市漁業新規就業者支援事業補助金交付要綱様

式第５号及び様式第６号 

(23)～(43) （略） 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、この要綱による改正前のそれぞれの要綱の様式による

用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和６年４月２２日要綱第３８号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の八幡浜市の漁業を支える担い手育成事業補助金交付

要綱の規定は、この要綱の適用の日（以下「適用日」という。）以降に申請が

あったものについて適用し、適用日前に申請のあったものについては、なお従

前の例による。 
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別表１（第４条関係） 

補助対象者 補助対象経費 補助金額 支給条件 

新規就業者 
技術研修費 

及び生活費 

漁業従事期間中

月額１０万円 

・年間に必要な漁業従事日数は、

９０日以上とする。ただし、

天候不良、不漁、疾病等のや

むを得ない事由が生じた場合

は、この限りでない。 

・支給期間は、最長で３６か月

間とする。 

里親漁家 技術研修費 
研修期間中 

月額５万円 

・研修は、原則として１月につ

き２０日以上実施するものと

する。ただし、禁漁期間等に

より操業できない場合及び天

候不良、不漁、疾病等のやむ

を得ない事由が生じた場合

は、この限りでない。 

・前記の事由により、研修実施

日数が２０日に満たない場合

は、補助金額を２０日で除し

た額に研修を実施した日数を

乗じて得た額を当該月の補助

金の額とする。 

・支給期間は、最長で３６か月

間とする。 

研修生 
技術研修費 

及び生活費 

研修期間中 

月額１０万円 

 

 



別表２（第１３条関係） 

就業年数 
返還率 

新規就業者 研修生 

事業実施期間中 １００％ １００％ 

事業実施期間終了後１年未満 １００％ 

免除 

事業実施期間終了後１年以上２年未満 １００％ 

事業実施期間終了後２年以上３年未満 ８０％ 

事業実施期間終了後３年以上４年未満 ７０％ 

事業実施期間終了後４年以上５年未満 ６０％ 

事業実施期間終了後５年以上６年未満 ４０％ 

事業実施期間終了後６年以上７年未満 ２０％ 

事業実施期間終了後７年以上 免除 

 

 


